
大阪大学（核物）本館改修その
他電気設備工事

藤井電機j 平成25年３月（平
成25年３月変更契
約）

150

大阪大学（豊中）文美学棟改修
その他工事

jケイテック 平成25年３月（平
成25年３月変更契
約）

104

大阪大学（核物）本館改修その
他機械設備工事

三機工業j 平成25年３月（平
成25年３月変更契
約）

127

大阪大学医学部附属病院ＥＳＣ
Ｏ事業

j関電エネルギーソ
リューション

平成25年１月 493

３．物品供給契約 （単位：百万円）

契 約 内 容 契 約 相 手 先 契 約 年 月 未検収金額

定位放射線治療用加速器システ
ム

グリーンホスピタル
サプライj

平成24年５月（平
成24年12月変更契
約）

299

２．金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：百万円）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

\ 投資有価証券及び有価証券
満期保有目的債券 13¶756 13¶876 119

] 現金及び預金 41¶849 41¶849 `

^ 未収附属病院収入 6¶825 6¶825 `

_ 国立大学財務・経営センター
債務負担金

(13¶321) (14¶786) (1¶464)

` 長期借入金 (9¶469) (9¶737) (268)

a リース債務 (3¶352) (3¶367) (15)

b ＰＦＩ債務 (2¶594) (2¶624) (30)

c 割賦債務 (9) (8) (0)

d 未払金 (15¶727) (15¶727) `
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（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項
当法人は、資金運用については預金、国債、地方債及び政府保証債等に限定し、資金調達につい
ては（独）国立大学財務・経営センターからの借入れに限定しております。
資金運用にあたっては国立大学法人法第35条が準用する独立行政法人通則法第47条の規定に基づ
き、国債、地方債及び政府保証債等のみを保有しており株式等は保有しておりません。また、未収
附属病院収入は、国立大学法人大阪大学出納規則に沿ってリスク管理を行っております。
国立大学財務・経営センター債務負担金及び長期借入金の使途は附属病院の整備資金であり、文
部科学大臣の事前承認に基づいて借入れを実施しております。

（注１） 貸借対照表の未払金に含まれるリース債務、ＰＦＩ債務及び割賦債務については、上記表

中a リース債務、b ＰＦＩ債務及びc 割賦債務にそれぞれ区分して計上しております。

（注２） 負債科目に係る金額は上記表中（ ）書きにて表示しております。

（注３） 金融商品の時価の算定方法

\ 投資有価証券及び有価証券

これらの時価については取引金融機関から提示された価格によっております。

なお、有価証券の中に含まれる譲渡性預金については、短期間で決済されるため、時価

は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

] 現金及び預金、^ 未収附属病院収入

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

_ 国立大学財務・経営センター債務負担金、` 長期借入金、a リース債務、b ＰＦ

Ｉ債務、c 割賦債務

これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入れ又は、リース取引、Ｐ

ＦＩ取引、割賦取引を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。

d 未払金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。

（資産除去債務に関する注記）

１．資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

\ 当該資産除去債務の概要

本学建物にアスベストを含有するものがあり、石綿障害予防規則等に伴う当該建物から撤去す

る際に発生する撤去費用及び、事業用定期借地権設定契約に伴う事務所等の退去時における原状

回復義務に係る費用であります。

] 当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を、当該建物の減価償却期間に応じて６年から50年とし、割引率は0•69％から

2•50％（超長期国債 2010年４月１日現在）を使用して資産除去債務の金額を計算しております。

なお、当事業年度における当該資産除去債務の残高の推移は次のとおりであります。

期首残高 214百万円

時の経過による調整額 4百万円

資産除去債務の履行による減少額 � 17百万円

期末残高 200百万円

２．貸借対照表に計上しているもの以外の資産除去債務

\ 放射性同位元素等又は放射線発生装置を取り扱う施設

放射性同位元素等又は放射線発生装置を取り扱う施設については、建物等解体時における放射

性廃棄物の除去に係る債務を有しておりますが、放射線管理区域として把握している建物等の解

体時の汚染レベルを把握することが困難なことから、資産除去債務を合理的に見積もることがで

きません。

そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。
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